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過去最大のダム決壊事故の発生と
党大会準備の開始
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概　　況
　2018年は， ₃年後の第11回党大会に向けた準備が本格化した。そうしたなか，
7月にアッタプー県で過去最大級のダム決壊事故が発生し，社会に打撃を与えた。
　内政面では，党大会準備と汚職対策が絡み合い， ₄県で知事が交代するなど，
人事異動が進んだ。ダム決壊事故に対して，政府は比較的迅速な対応を見せたが，
被災者への補償については資金面の問題に直面している。
　経済面では，全国的な洪水被害の農業への影響などから，GDP 成長率は前年
から0.4％下回る6.5％となった。財政面では，道路税徴収で一定の成果があり，
公務員削減も進んだが，国有企業改革は遅れている。また，特に燃料に関してイ
ンフレが進行し， ₃年ぶりに民間の賃上げが実施された。
　外交面では，中国とは「運命共同体」が確認され，党外交も活発化している。
高速鉄道の建設は着実に進み，住民への補償金に対する中国政府の融資も決定し
た。ベトナムとは「特別な関係」が確認され，経済面の関係も緊密化している。
国 内 政 治
党大会に向けた人事異動と汚職対策の進展
　2018年は第 8次 5カ年計画の ₃ 年目に当たり，2021年開催予定の第11回党大会
に向けた準備が本格化した。また，前年に挙党体制での取組みが強化された汚職
対策とも絡み，県知事を中心にいくつか重要な人事異動が行われた。
　まず 2月，シェンクアン県のソムコット知事・党書記が解任され，後任にブン
トン県議会議長・副党書記が任命された。一部ではソムコット知事の木材密輸へ
の関与，ビジネスへの警察権力の利用，不適切な土地収用などの疑惑が報じられ
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ている（Radio Free Asia，2018年 2 月23日）。また，党常務委員と党執行委員の一
部も 8月までに交代した。県内では11月に国民体育大会の開催が予定され，新競
技場の建設が進んでいたが2019年に延期された。政府は国民体育大会実施に伴う
競技場新設を今後は認めない方針を示しており，県指導部の組織的な汚職があっ
た可能性が高い。 8月に実施された県知事・党書記の委任式でチャンシー政治局
員・中央組織委員会委員長は，綱紀粛正の必要性を強調した。 
　同じく 8月には，ウドムサイ県のペッサコーン知事・党書記の解任が決定した。
ペッサコーン氏は，架空道路修繕事業で更迭された前知事の後任として赴任した
にもかかわらず，わずか ₃ 年足らずで退任した。県の公共事業・運輸局長，同副
局長も12月までに交代しており，公共事業関連で新たな問題があった可能性もあ
る。後任にはボケオ県のカムパン知事・党書記が任命され，ボケオ県知事の後任
にはルアンパバーン県副知事・副党書記のブアコーン党中央予備委員が抜擢され
た。また，サイソムブーン県では12月，トーンローイ少将からカムリエン少将に
知事・党書記が交代した。これは後述する国防省人事に関連した通常の異動だと
考えられる。
　中央の閣僚レベルでは，軍関連で動きがあった。まず，チャンサモーン中将・
国防相が12月，大将に昇格した。人民軍史上，大将経験者はカムタイ元国家主席
とシーサワート元首相のみで，チュムマリー元国家主席も中将に留まった。2021
年の党大会で，チャンサモーンは相応の役職に就くと予想される。また，ウィラ
イ中将・軍政治総局長・党中央書記・副国防相の公安相就任が12月の国会で承認
され，前任のソムケーオ少将・党中央書記は国防省内のポストに異動した。軍関
連以外では， 1月，国家社会科学院院長にソーンタヌー党中央委員が就任した。
ソーンタヌーはトーンシン元首相の息子で，青年同盟書記も務めた若手の有望株
である。前任のスックコンセーン党中央委員は定年により引退した。また，ソー
ンサイ党中央予備委員のラオス銀行総裁就任も12月の国会で承認された。前任の
ソムパーオ党中央委員は首相府大臣に任命されており，これも通常の配置転換だ
と考えられる。
　官僚レベルでは，財務官僚の異動が目立った。まず，チャンパーサック県で ₃
月，税務局と財務局の局長，副局長，さらにコーン郡など県内 ₃つの郡でも両部
門の幹部が異動した。同県では，2017年にさまざまな歳入増加策の実施にもかか
わらず目標を達成できず，資金漏洩の噂もあった。また，コーン郡では 6月に予
算90億ドルの超大型開発事業が合意されており（「経済」の項目を参照），疑いの
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ある人員を予め排除することで，汚職を未然に防ぐねらいもあると思われる。 7
月には，財務省が2017年 ₄ 月の汚職防止に関する省決議1124号を根拠として，官
僚35人の汚職を認定し，うち10人に解雇処分を下した。
　このように全国の党・政府組織の見直しが進められるなか，一部の地方政府の
自立性が強化された。 ₄ 月，政府はサワンナケート県カイソーン・ポムヴィハー
ン郡，チャンパーサック県パクセー郡，ルアンパバーン県ルアンパバーン郡の ₃
つの県都を市に格上げし，緊急用の独自予算を認めて財政上の権限を強化したほ
か，各市の実態に応じて省庁の出先機関を統廃合するなどした。憲法の規定では，
地方行政級は県，郡，村の ₃ 級に分かれ，郡級は人口や経済規模に応じてさらに
市，テーサバーン，郡に区分されるが，これまで市は未設置だった。一方， 5月
には首相令177号が発布され，各省庁や地方政府に首相府との連携強化が指示さ
れた。省庁や地方政府の組織的な汚職が依然として目立つなか，それらの自立と
中央の管理のバランスが問われている。
ダム決壊事故への政府の対応と復興に向けた課題
　 7月23日，直前の台風 9 号による大雨と工事の欠陥が原因となり，アッタプー
県とチャンパーサック県の県境で建設中だった，セーピアン・セーナムノーイダ
ムの決壊事故が発生した。このダムは，韓国企業 2 社，タイ企業 1社，ラオスの
国営企業がおおむね均等に出資する合弁企業 Xe-Pian Xe-Namnoy Power Co., Ltd
（PNPC）を事業主とする総予算 5 億ドルの事業で，2013年に着工し，2019年中の
操業開始を予定していた。電力の 9 割はタイに輸出する計画となっている。
　この事故の住民への被害は甚大である。その被害は，アッタプー県西部のサ
ナームサイ郡を中心に ₃ 郡19村に及び，3540世帯 1 万4440人が被災し， 6つの村
ではすべての家が消失した。11月末までに確認された死者は42人，不明者23人と
なっている。また，事故の原因となった台風 9 号， 8月に北部を襲った台風16号
の被害を総合すると，全国17県124郡で12万6619世帯，61万6477人が被災し，死
者は11月末時点で60人，不明者は30人となった。
　事故後の政府の対応には一部で批判もあったが，実際には比較的迅速に行われ
たといえる。まず事故発生翌日の 7 月24日，政府はサナームサイ郡の被害地域を
国家緊急災害対策地域に指定するとともに，予定していた閣議を中止してトーン
ルン首相を現地に派遣した。そして翌25日，ソーンサイ副首相を長とする国家級
災害対策暫定委員会を設置し，救援と被害状況の調査を進めた。さらに翌 8月 7
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日には，臨時閣議を招集してブントーン副首相を長とする 2つの委員会を設置し，
事故原因の究明と政府責任の検討を本格化させた。救援や調査には，ベトナム，
中国，韓国，タイ，シンガポールからも人員が派遣された。一部の SNS 等では，
死者数などを政府が隠蔽しているとの情報も出回ったが，実情は未曽有の災害へ
の対処に追われ，情報把握が追い付かなかったというところであろう。
　一方，事故前の政府の安全管理には問題があった。実は，建設中のダムが決壊
する事故は，約 1年前の2017年 9 月にシェンクアン県のナムアオダム（設備容量
12MW）でも発生している。政府はその 2 カ月後，設備容量15MW 以下のすべて
の小規模ダム建設の一時停止と安全確認の実施を決めていた。しかし，今回の事
故は，設備容量410MW の中規模ダムで起きた。政府はこの事故の発生後によう
やく，国内の全ダム（運行中51基，建設中46基，計画中112基）を対象とする安全
点検の実施を発表した。点検は2019年から2020年にかけて実施予定である。
　逼迫した課題は，復興資金の確保である。被害額は台風被害と合わせて，総額
₃兆1667億キープ（約 ₃ 億8000万ドル）となり，復興には総額 ₄兆4228億キープ
（約 5億3000万ドル）を要すると試算されている。PNPC やステークホルダーの各
社は，復興資金や仮設住宅の提供を進めているが，その総額は10月時点で約1528
億キープ（約1846万ドル）に留まっている。また，事故直後から現在まで国内外か
ら義援金が寄せられているが，その総額は11月末時点で2000万ドルに満たない。
韓国政府は，2019年 ₃ 月までに総額100万ドルを超える物資や資金を提供し，さ
らに1500万ドルの援助を決定している。
　資金不足の問題は，被害住民への補償の遅れとして顕在化している。補償金の
給付開始それ自体は速やかであり，事故翌月には 1 世帯につき50万キープが給付
され，その翌月からは 1 人につき毎月10万キープの支給が開始された。しかし，
たとえば最低賃金が月額110万キープであることなどをふまえれば，それは決し
て十分な額とはいえない。また，仮設住宅の建設も進められているが，規模は十
分でなく，進捗状況も芳しくない。政府は県内 ₃ カ所に合計460戸を建設し，被
害世帯数の約 8分の 1 に相当する435世帯を居住させるとしているが，年末まで
に完成したのは180戸のみだった。政府は慢性的な財政赤字を抱えるなか，被害
者への補償を拡充し，それを速やかに実施する必要に迫られている。
歴史顕彰作業を通じた党の威信強化の試み
　現在の一党支配体制を支える正当性のひとつは，フランス植民地主義とアメリ
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カ帝国主義の頸木から人民を解放したという党の歴史的功績にある。2018年は，
党による革命運動の重要な転換点とされる1968年から50年にあたり，年間を通じ
てさまざまな祝賀行事が催された。
　特に革命の根拠地であったフアパン県において，大規模な祝賀行事が多く実施
された。政権はかつての革命根拠地に注目を集めることで，革命功績の次世代へ
の継承と政権内部の綱紀粛正を目指したと考えられる。まず ₃月，アメリカ空軍
のレーダー基地があったフアパン県パーティー山を攻略したことを記念する
「パーティー解放作戦戦勝50周年記念式典」が，国防相列席の下，県都で開催さ
れた。さらに同月末，閣僚に県知事を加えた拡大閣議が，かつて軍本部があった
ビエンサイ郡の洞窟で開催された。そこで首相は，ビエンサイは「人民民主共和
国の出発点」だと述べ，革命の功績を思い出し「党と人民から与えられた自らの
責任」を果たすべきと説いた。そして11月には，ビエンサイ郡が党の直轄地とし
て整備されたことを記念する「ビエンサイ郡―ラオス革命の根拠地創設50周年記
念式典」が，国家主席，閣僚，県知事ら総勢600人列席の下，ビエンサイ郡で実
施された。
　あわせて，党と政府の歴代指導者，特にカイソーン初代党書記長・元国家主席
の思想研究が進められた。これに関して中心的役割を担うのは，キケーオ党中央
宣伝訓練委員会委員長・党中央書記が議長を務める国家社会科学評議会である。
その 1月の会合では，ベトナムや中国の支援で複数回実施された理論セミナーの
成果が総括された。そして，カイソーン思想を含めて，一党支配の正当性にも関
わる理論的な検討作業を，党大会に向けて本格化させる方針が確認された。
経 済
全国的な洪水などを背景に経済成長が停滞
　全国的な洪水などの影響で，経済成長は停滞した。11月時点の政府推計によれ
ば，GDP は152兆4250億キープ（約184億ドル）で，成長率は目標値7.0％と前年値
6.9％を共に下回る6.5％となる見込みである。
　農業の成長率は，前年値2.9％と目標値2.8％を共に下回る2.5％となった。ダム
決壊事故の引き金ともなった台風 9 号と16号の影響は大きく，その農業への被害
額は 1兆2610億キープ（約 1 億5000万ドル）に達したと政府は推計している。主要
作物であるコメの生産量は360万トンで，計画の86％に留まった。
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　工業の成長率は，前年には目標値8.9％を超える11.6％を記録し，2018年も9.1％
という高い目標値が設定されていた。実際の成長率は7.7％となり，目標には届
かなかったが，比較的高い数値を維持した。特に，建設業が好調である。その背
景にはラオス・中国高速鉄道の特需があり，2016年に8.4％だった成長率は，鉄
道建設の本格化した2017年には18.0％，2018年にも21.9％を記録した。また，電
力部門は，2017年の32.4％から7.5％に下落したが，依然プラス成長を続けている。
2019年はさらに12基のダムの完成を予定している。一方，鉱業は不振が続いてい
る。直近 ₃カ年の成長率は，2016年4.1％，2017年－4.3％，2018年－0.3％となっ
ており，背景には主要鉱山の産出不振や鉱物価格の国際的下落がある。ただし，
政府はこの分野での中国やベトナムとの協力を進めており，一部で成果があった。
まず 9月，セコーン県のボーキサイト採掘（開発費 6億5000万ドル）に関してベト
ナム企業と合意した。また12月には，2013年以降金採掘が停止していたセポン鉱
山の採掘権がオーストラリア企業から中国企業へ 2 億7500万ドルで売却され，採
掘年数を約 7年延長できる見通しとなった。
　サービス業の成長率は，前年の4.5％から7.6％へ拡大し，目標値6.4％を上回っ
た。しかし，卸・小売業が11.1％の成長を記録した一方，期待された観光業の成
長は停滞した。2018年は「ラオス観光年」と銘打ち，全国でさまざまな催しを開
いたが，年間観光客数は2017年の380万人から20万人程度増加するに留まり，目
標の500万人は達成できなかった。原因は，革命史跡整備などの内向きの観光開
発などにもあると考えられる。また，大規模な観光開発も進んでいるが，課題も
多い。たとえば，政府は 6 月，チャンパーサック県のコーン郡にマハ・ナー
ティー・シータンドーン特別経済区を建設し，2025年までに開発費90億ドルを投
じてリゾート施設などを整備する計画を，香港企業と正式に合意した。政府は，
コーンパペンの滝などの自然資源を活用することで，年間観光収入24億ドル獲得
を目指すとしているが，メコン川の自然環境への影響が懸念され，また土地の補
償計画が不十分との指摘もある（Vientiane Times，2018年 7 月20日）。
道路税徴収などが進展するも財政健全化の見通しは立たず
　政府財政は，11月末時点の推計で，年間歳入額は25兆4960億キープ（約31億ド
ル），歳出額は32兆6920億キープ（約39億ドル）で， 7兆1960億キープ（約 8億7000
万ドル）の赤字となった。公的債務の対 GDP 比率は，世銀の2019年 1 月時点の推
定では，60.1％から60.6％に拡大した。政府は2018年も財政再建のための試行錯
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誤を繰り返してきたが，見通しは未だ不透明だといえる。
　歳入増加策としては，道路税の徴収強化が前年に続き進められた。特に政府は，
本来問題を取り締まる側にあるはずの公安が納税義務を果たしていないことを公
然と指摘し， ₃月に軍・公安車両の道路税納入義務を確認する財務省通知を発布
するなど，対策を強化した。その結果，たとえばボリカムサイ県では 5月までに
軍・公安車両600台が新たに登録されるなど，全国の道路税収入は前年の約 5倍，
584億キープ（約705万ドル）を記録したとされる。ただし，11月の国会で首相は，
徴収率は依然10％程度であるとし，今後も対策を続ける方針を示した。一方，地
税に関しては，財務省が 6 月に帳簿の電子管理などを指示する省令1777号を発布
したが， 7月のダム決壊事故発生後に被災者への免税措置が導入されるといった
やむを得ない事情もあり，徴収は徹底できなかった。
　歳出削減策としては，公共事業の予算見直しが進められた。2018年度予算に計
上された公共事業に関しては，12案件について約 2 兆キープの不要予算が報告さ
れ，見直しが決定された。また，ルアンパバーン県プークン郡の都市開発計画に
関しては，すでに2015年に実施可能性調査が完了しているが，政府は 2月， 2度
目の予算見直しを県当局に指示した。
　国有企業改革は，状況の難しさが明らかになりつつある。 2月，計画・投資省
は国有企業全131社に関する調査結果を公表し，16社は改良不要であるが，27社
は部分的な改良，残り88社は大幅な改良が必要だと指摘した。また，合弁化は国
有企業改革の柱のひとつとされ， 6 月には商業銀行最大手の外国商業銀行
（BCEL）も合弁計画を発表した。一方国営ラオス航空は，前年 6月に合弁計画を
発表し， 2月には中国企業との交渉進展も報じられたが，結局条件面で折り合い
が着かなかった。そのため， 9 月に新社長（元ラオ・スカイウェイ社長）が就任し，
体制の見直しを図った。
　公務員削減も進められた。ラオスの公務員数は人口の2.8％に及び，給与支払
いの遅滞や昇給停止も頻発していた。一方で，地方の教員不足など，一部の地域
や分野では公務員が不足している実態も指摘されてきた。 2月，政府は首相命令
₃号を発布し，担当業務の不明確な人員を洗い出し，人員の不足する分野への配
置転換を進めることを各地方に指示した。さらに，11月の国会では，2018年に
5000人から3000人に削減した新規採用数を，2019年はさらに1500人に半減させる
方針が発表された。また，定年制度を厳格化する目的などから，給与口座の
キャッシュカード機能などを備えた電子 ID カードの発行を進めた。
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インフレの進行と最低賃金 3 年ぶりの値上げ
　年平均のインフレ率は2.0％となり，計画の 5 ％は下回ったが，前年値0.8％を
上回った。特に燃料価格の高騰は深刻で，政府は 1 年間で13回の価格改定を行っ
た。その影響で，ビエンチャンの国営バスは 5 月， 7年ぶりに料金を値上げした。
また，国内初となる中国からの石油輸入がボーテン特別経済区で10月に開始され
たが，当面は鉄道建設事業にのみ供給される予定である。
　インフレが国民生活を圧迫するなか，政府は 5 月，民間の最低賃金を月額90万
キープ（約109ドル）から110万キープ（約133ドル）に引き上げた。2015年以来 ₃年
ぶりの改定となったが，その値上げは不十分との見方もある。同じく 5月，首都
では通常サイズの麺料理などの価格を 1 万5000キープ（約1.8ドル）以下に制限す
る措置が導入された。道路税の徴収強化なども進められるなか，生活費高騰に起
因する国民の不満は容易には解消されないだろう。
中小企業振興に一定の進展
　ラオス経済は速度を若干緩めつつも，巨大公共事業の特需や水力発電に依存し
ながら成長を続けている。そうした産業構造の脆弱性を克服する目的などから，
政府は中小企業（SME）振興を進めており， 7 月には SME 振興・開発基金の資金
拡充が発表された。これは SME への低金利融資を目的として2011年に設立され
た機関で，これまでにアジア開発銀行が合計2400万ドルを支援してきた。今回補
塡されるのは， 2兆7158億キープ（約 ₃ 億3000万ドル）で，中国の低金利融資が ₃
億ドルを占める。2017年の習近平国家主席来訪時の政府間合意が実行される形と
なった。また，政府は 8 月，「経済促進のための 8 つの指標に関する首相命令12
号」を発布し，インフレ抑制，内国債務削減，公共事業見直し，歳出入管理，土
地管理，法治管理とともに，中小企業振興と投資環境改善を，経済開発の柱に据
えた。世銀の Ease of Doing Business ランキングは141位から154位に後退しており，
SME 活性化のためにも，投資環境改善が重要になっている。
対 外 関 係
中国との「運命共同体」の確認と「一帯一路」計画の進展
　2018年の対中関係は，前年の習近平国家主席来訪やラオス・中国高速鉄道本格
着工をふまえ，それらの成果を確認し，発展させるものとなった。
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　 5月， 2年連続となる国家主席会談が北京で行われた。この会談では，北朝鮮
問題に揺れる地域情勢や「一帯一路」計画などが協議されるとともに，両国の緊
密な協力関係の前提となる認識として，両国が「運命共同体」であることが確認
された。これは，2013年 9 月に国家主席間で最初に合意され，2017年の習国家主
席来訪時の共同声明にも明記されたものである。習国家主席は今回，この認識の
内容に一歩踏み込み，①国家間の「運命共同体的政治基盤」の強化，②「一帯一
路」計画の推進と貧困削減，③国連などを通じた「運命共同体的安全保障」の強
化，④民間レベルの「運命共同体的親愛」の強化，⑤環境保全による「グリーン
な運命共同体」の実現を目指すと述べた。また，ブンニャン国家主席も，「破壊
不可能な社会主義運命共同体の建設に協力する」と表明した。
　その後，中国から政治局員，閣僚の来訪が続いた。 5月，趙克志公安相が来訪
し，ソムケーオ公安相と両国の国境管理などについて協議した。 7月，党中央宣
伝部長の黄坤明政治局員が来訪し，第 7 回ラオス・中国理論セミナーに出席した。
ラオス側はブントーン副首相らが出席し，ラオスの党大会に向けた政治理論面で
の協力を進めた。 9月，党中央紀律検査委員会書記の趙楽際政治局常務委員が来
訪し，ラオス・中国高速鉄道に関連した汚職の防止などに関して，反汚職機構長
を兼務するブントーン副首相と協議した。12月には，ルアンパバーンで開催され
たメコン－ランツァン協力外相会議に出席した王毅外相がビエンチャンにてサ
ルームサイ外相と会談し，中国語通訳の養成などについて協力を合意するととも
に， 9月に実施可能性調査を合意した鉄道職員養成学校計画について進捗を確認
した。
　2017年に本格着工したラオス・中国高速鉄道建設は着実に進み，12月時点で
46％が完成した。そして，懸案であった住民への補償に関しても，費用の一部を
中国が支援することが決まった。補償金は ₃ 億ドルあまりとなることが現在まで
に判明しているが，財政赤字が深刻化するラオス政府にとっては，重すぎる負担
である。そこで政府は，中国政府に無償または有償の支援を要請する方針を ₄月
に閣議決定すると，11月までに 1 億6000万ドルの追加有償資金協力を得ることで
合意した。これは補償金支払いの遅滞による住民の不満拡大を避けるための措置
と理解できるが，無償支援は獲得できず，結果的に公的債務が増大することと
なった。
　鉄道に加え，高速道路計画も進展している。両政府は鉄道と同じ区間，すなわ
ちビエンチャンから中国国境のルアンナムター県ボーテンまでの約460キロメー
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トルを ₄区画に分け， ₄ 車線の高速道路を建設する計画を進めている。 ₄月，そ
の第 1区画であるビエンチャン＝バンビエン高速道路（全長109キロメートル）の
BOT 形式での建設が正式に合意された。この費用13億ドルの95％は中国側が負
担する。 9月には，住民 ₃ 郡40村482世帯への補償金，総額724億キープ（約875万
ドル）の給付が一部実施された。
　両国の経済関係も強化されている。中国への輸出額は，2013年には ₄億ドルに
満たなかったが，2016年には11億ドルを超えた。対タイ輸出の多くを占める電力
を除けば，中国はタイにも匹敵する輸出相手国となっている。特にコメ輸出が重
視されており，毎年 2 万トンを輸出することが2017年に合意された。一方で，そ
の品質の低さが問題になっていたが，政府は ₄ 月，対中輸出用の有機米栽培をビ
エンチャン都郊外で進めることを中国企業 2 社とシンガポール企業と合意した。
「グリーンな運命共同体」の標語の下，有機農業分野の協力が進展することが期
待される。また，観光分野でも協力関係が深まっており，2018年の中国人観光客
数は，前年に比べ26％増加し80万人を超えたとみられる。両政府は，2019年を
「ラオス・中国観光年」とし，中国人観光客数100万人突破を目指している。政府
は中国人観光客を取り込むことで，観光業の伸び悩みを打開しようとしている。
ベトナムとの「特別な関係」の確認と経済関係，国境管理の進展
　ベトナムとの間では，両国間の長年の信頼関係が確認されるとともに，国境管
理や巨大公共事業などに関して調整が進められている。
　党・政府幹部の往来は，例年どおり活発であった。 2月，毎年恒例のラオス・
ベトナム協力会議がビエンチャンで開催された。そこでトーンルン首相とグエ
ン・スアン・フック首相は，「伝統的友好，特別な団結，全面的協力」を確認す
るとともに，ブンアン港開発，ブアラパー火力発電所とセコン水力発電所の電力
輸出，ルアンパバーン水力発電所建設など，経済分野を中心に12の協定を結んだ。
また， ₃月にラオスで開催された「パーティー解放50周年記念式典」には（「国内
政治」の項目を参照），来賓として国外からは唯一，ベトナム人の元軍事顧問が
出席し，フアパン県知事の式辞では両国の「戦闘的連帯」の歴史的意義が強調さ
れた。 7月には，第 6 回ラオス・ベトナム理論セミナーが開催され，カイソーン
思想研究などの党の政治理論に関する協力が進んだ。
　近年は，経済面の関係強化が著しい。ラオスにとってベトナムは現在，タイと
中国に次ぐ ₃番目の貿易相手国であり，2018年の両国間の貿易総額は，前年比
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13％増の10億ドルとなった。両政府は2020年までの貿易総額40億ドル突破を目標
としており，電力輸出拡大なども目指している。ベトナムからの投資は，累計
409件，総額41億ドルに及んでいる。ビエンチャン＝ブンアン港鉄道，ビエン
チャン＝ハノイ高速道路は，実施可能性調査が終了し，資金面での調整などが進
められている。これらが実現すれば，両国の経済関係はさらに強まるだろう。
　一方で，国境管理などには課題も存在し，両国は協力して対策を進めている。
ベトナム人がラオス側国境地域で不法定住し，治安上の懸念材料となっている件
については，政府間の取組みを本格化させる合意が2017年になされている。この
問題に関しては，2018年も 1 月の国防相会談や 7 月の法相会談などで協議され，
12月の外相会談では，2019年 6 月までの問題解決を図る方針が合意された。その
他，麻薬対策や木材密輸対策でも協力が進められている。
2019年の課題
　2019年は， 2年後の第11回党大会に向けた準備と，2018年に発生した災害の復
興が主たる課題となる。
　政治面では，省庁や地方レベルでの党大会実施が予定されており，汚職対策と
も関連して人事異動が進むと予想される。また，ダム決壊事故の被災者や，鉄道
や高速道路建設プロジェクトの影響を受ける住民への補償を着実に実行すること
は，政権の信頼にも関わる最重要課題といえる。
　経済面では，農業の災害からの復興，ダムの安全点検の徹底が，もっとも重要
になる。また，土地法の改正は，土地収用や地税徴収とも関連するため，早期の
実現が求められる。2018年に資金が拡大された中小企業振興を実行に移すことも
課題となる。 
　外交は例年どおり，中国とベトナムとの関係を軸に展開すると考えられる。対
中関係では，2017年の習近平来訪時に締結した各種協力協定の具体化，「ラオ
ス・中国観光年」の促進，インフラ整備とそれに伴う汚職対策などが課題となる。
ベトナムとの関係では，ビエンチャン＝ブンアン鉄道計画，ビエンチャン＝ハノ
イ高速道路計画に関して，協力して資金調達を進めることが課題となるだろう。
（地域研究センター）
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1 月 3 日 ▼党中央政治局，党組織の見直しに
関連する決議と指示，合計 ₄ 件を採択。
5 日 ▼首相令 5 号採択。投資促進・管理委
員会を設置。
▼政府，カムアン県ノーンボック郡のカリ
ウム採掘場開発（14.3億㌦）を中国企業と合意。
11日 ▼ トーンルン首相，カンボジアでフ
ン・セン首相と国境問題を協議。
16日 ▼ 政府，ラオス・タイ鉄道7.5㌔延伸
計画の事業計画策定を企業と合意。約 ₄年で
計画を具体化する。着工時期は未定。
15日 ▼首相，ミャンマー訪問（～16日）。電
力輸出，科学技術，汚職対策に関し覚書締結。
17日 ▼国家社会科学評議会，カイソーン思
想の第10期国家研究計画について協議。
▼ソーンタヌー党中央委員，国家社会科学
院院長に就任。委任式を実施。
19日 ▼人民軍政治・理論学校，着工。ベト
ナム政府が2700億ド　　ンを支援。
22日 ▼ナームパーイダム，操業開始。
2 月 2 日 ▼ 第 1 回ラオス・中国「一帯一路」
フォーラム，ビエンチャンで開催（～ ₃ 日）。
3 日 ▼首相命令 ₃ 号発布。公務員の配置見
直しを指示。
4 日 ▼第40回ラオス・ベトナム協力会議開
催（～ 5 日）。12の文書を締結。
▼首都ビエンチャン， 2 年間未納税の企業
1358社を公表。 ₄ 月末日までの納入を命令。
9 日 ▼「公務員の新規採用と組織体制の質
改善に関する首相命令 ₃号」採択。
12日 ▼セコン県のラオス・日本友好橋開通。
13日 ▼政府，ビエンチャン県バンビエン郡
の観光複合施設建設（16㌶， 2 億㌦）を中国企
業と合意。
15日 ▼シェンクワン県知事・党書記の委任
式を実施。 8月17日に県議会で承認。
20日 ▼政府，ビエンチャン＝パクセー高速
道路 ₄ 区画の実施可能性調査を行う中国企業
₃社，ラオス企業 1 社を選定。
22日 ▼政府ホットライン委員会，初会合。
28日 ▼労働争議に関する政府令76号採択。
3 月10日 ▼「パーティー解放50周年」記念式
典をフアパン県で実施。国防相が列席。
15日 ▼トーンルン首相，オーストラリア訪
問（～19日）。16日，在豪邦人50名に面会。
22日 ▼拡大閣僚会議，フアパン県ビエンサ
イ郡で開催（～23日）。汚職対策等を協議。
26日 ▼政府，サイソムブーン県ローンサー
ン郡にポンサワン開発区を設置。貧困削減の
モデルとして職業訓練や農業開発を進める。
28日 ▼ ラオスインターナショナル ICD 社，
ボーテン特別経済区にインランドコンテナデ
ポ（22.3㌶）を開設。
▼天然資源・環境省決定1369号採択。土地
部門の汚職対策を強化。
4 月 4 日 ▼計画・投資省年次監査会議開催。
公共事業の費用水増し等について協議。
▼ビエンチャン＝バンビエン高速道路建設
（総工費13億㌦），中国企業が受注。
7 日 ▼河野外相，来訪（～ 8日）。
11日 ▼ケーン音楽の無形文化遺産登録を記
念する祝賀行事，ビエンチャンで開催。
▼ルアンパバーン，カイソーン・ポムヴィ
ハーン，パクセーの ₃ 郡，市へ格上げ。
20日 ▼政府，首都ビエンチャンのサントー
ン郡での輸出向け有機米栽培プロジェクトの
実施を中国とシンガポールの企業と合意。
24日 ▼ベトナムのフォン国会副議長来訪。
国会の信任投票に関するセミナーを実施。
▼ラオス・中国高速鉄道（老中鉄道）に関す
る住民への補償費用に関して，中国に援助を
要請する方針を閣議で決定。
重要日誌 ラオス　2018年
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5 月 1 日 ▼政府，民間の月額最低賃金を ₃ 年
ぶりに改定。90万キープ から110万キープ に値上げ。
▼ビエンチャン国営バス，一部運賃値上げ。
2 日 ▼第10期第 6 回党中央委員会総会開催
（～ 8 日）。法治管理に関する決議を採択。
7 日 ▼党中央書記局命令 ₄号採択。各級に
党大会の準備を指示。
▼政府令177号採択。各省庁，県，都に首
相府との連携の強化を指示。
9 日 ▼ブンニャン国家主席，シンガポール
訪問。環境，教育分野で覚書を締結（～10日）。
14日 ▼中国の趙公安相，来訪。公安省と国
境管理強化などを協議。協力文書 5 件を締結。
23日 ▼国家政治行政学院，学術会議「第 2
回ラオス・ベトナムの政治体制：弁別と比
較」開催。ホーチミン国家政治学院が協力。
25日 ▼首都ビエンチャン，麺料理等の上限
価格を設定。
30日 ▼ ブンニャン国家主席，中国訪問（～
6 月 ₃日）。習国家主席と会談。
6 月 5 日 ▼政府，ビエンチャン県ポーンホー
ン郡の複合観光施設（1200㌶，30億㌦）に関す
る実施可能性調査の実施を韓国企業と合意。
▼第 8 期第 5回通常国会開催（～28日）。
11日 ▼トーンルン首相，訪日（～12日）。12
日，安倍首相と会談し，行政官養成やインフ
ラ建設等への支援を合意。
12日 ▼財務省令1777号採択。地税徴収の徹
底を指示。
13日 ▼党中央，シェンクアン県国防・公安
委員長の解任を決議。後任は県知事が兼任。
19日 ▼ベトナムのティン国家副主席，来訪
（～22日）。パンカム国家副主席と若年党員教
育，国境管理，投資環境等について協議。
22日 ▼老中鉄道の公安・国防関連会議を開
催。ブントーン副首相，各県知事が参加。
「否定的現象」への警戒を指示。
27日 ▼国家主席府，局長級の人事異動発表。
30日 ▼政府，チャンパーサック県コーン郡
の経済特区開発（90億㌦）を香港企業と合意。
7 月 1 日 ▼黄中国共産党中央宣伝部長，来訪
（～ ₄ 日）。第 7回ラオス・中国理論セミナー
「ラオスの全面的・原則的刷新と中国の改
革・開放の実践と経験」に出席。
3 日 ▼ブンニャン国家主席，ベトナム訪問
（～ 7日）。チョン党書記長らと会談し，2017
年の「友好・団結年」の成果を確認。
▼ベトナムのロン法相来訪。サイシー司法
相らと国境地域の不法移民対策を協議。
10日 ▼アメリカ政府，ラオス政府の移民送
還受入拒否を理由に公用ビザを一部発給停止。
▼ナムトゥン 2ダム，住民1310世帯への補
償完了を発表。
16日 ▼第10期第 6 回財務省党委員会総会開
催（～18日）。財務官僚35人の汚職を認定。
18日 ▼台風 9 号，全土に被害（～19日）。
23日 ▼セーピアン・セーナムノーイダム決
壊。翌日，トーンルン首相が現地を視察。
▼第 6 回ラオス・ベトナム理論セミナー
「現在の実際の条件下での思想工作，提起さ
れた問題と解決策」開催（～25日）。
8 月 2 日 ▼党中央，ボケオ県とウドムサイ県
の知事・党書記の交代を決議。
6 日 ▼政府は臨時閣議で洪水対策を協議し，
国家災害対策委員会を設置（～ 7日）。
8 日 ▼政府，国境管理に関する会議を中央
で開催。閣僚，県知事ら450人が出席。
▼党中央，ラオス銀行総裁の交代を決議。
12月 5 日の国会で承認。
9 日 ▼日本支援によるワッタイ国際空港拡
張工事，竣工。
17日 ▼台風16号，北部に被害（～18日）。
23日 ▼首相命令12号採択。中小企業開発な
どの経済 8分野の取り組み強化を指示。
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9 月 1 日 ▼トヨタ・ラオス社，開業。
4 日 ▼政府，老中鉄道職員養成学校に関す
る実施可能性調査の実施を中国政府と合意。
6 日 ▼財務省決定2830号採択。元副大臣ら
8 人を刑法174条（汚職）違反で懲戒解雇。
8 日 ▼サイソンポーン建国戦線議長，北朝
鮮訪問。建国70周年式典に参列（～10日）。
9 日 ▼ブントーン副首相，中国訪問。中国
党紀律検査委員会主催のセミナー「老中鉄道
の清廉・潔白な建設」に出席（～16日）。
11日 ▼政府，セコーン県のボーキサイト鉱
山開発（6.5億㌦）をベトナム企業と合意。
13日 ▼ トーンルン首相，カンボジアのフ
ン・セン首相と会談。国境問題を協議。
14日 ▼首相，ラオス国営航空新社長を任命。
19日 ▼国家災害対策委員会が会見。 7 月の
洪水被害について被害状況を公表。
20日 ▼ビエンチャン＝バンビエン高速道路
の事業主は，住民への補償を一部実施。
23日 ▼ 中国の趙党中央紀律検査委員会書
記・党政治局常務委員，来訪（～26日）。
10月 5 日 ▼国営航空，合弁化計画の中止を発表。
8 日 ▼トーンルン首相，日本訪問（～ 9日）。
8 日，安倍首相と会談。
12日 ▼ メコン流域 6 カ国の麻薬対策セン
ター，ビエンチャンで開所。
15日 ▼第 6 期第11回サイニャブリー県党委
員会総会開催。 ₃年間で24人，2107.3億キープ の
汚職があったことを公表。
22日 ▼第10期第 7回党中央委員会総会開催
（～30日）。経済問題などを協議。
31日 ▼全国石油交易公社，ラオスで初めて
中国からの石油輸入を開始。
11月 4 日 ▼ トーンルン首相，中国を訪問（～
10日）。習主席と会談して「ラオス中国観光
年」の実施を合意。
10日 ▼キューバのミゲル国家評議会議長，
来訪（～11日）。銀行分野の協力などを協議。
19日 ▼トーンルン首相，老中鉄道の補償費
用1.6億㌦を中国から借入すると国会で公表。
20日 ▼ 第 8 期第 6回通常国会開催（～12月
21日）。
21日 ▼ラオス通信技術有限公司発足。資本
金800万㌦。公安省が25％出資。
▼不正資金調達容疑で昨年逮捕された PS
ラオ経営者 2 人に懲役29年と27年の判決。
23日 ▼党中央，公安相の交代を決議。12月
5 日，国会で承認。12月13日，委任式実施。
26日 ▼国家災害対策委員会，洪水の被害と
復興の現状を総括する会議を開催。
30日 ▼中国企業，セポン鉱山の株式 9割を
オーストラリア企業から2.75億㌦で購入。
▼ビエンサイ郡創設50周年祝賀式典開催。
12月 5 日 ▼カンボジアのフン・セン首相，来
訪（～ 6 日）。
▼国内50番目の民族として，サワンナケー
ト県などに居住するモン・クメール系ブルー
族を，国会で承認。
10日 ▼ 国家主席令317号採択。チャンサ
モーン国防相，史上 ₃ 人目の大将に昇格。
13日 ▼ タイのプラユット首相，来訪（～14
日）。立法，エネルギーなど 7分野で覚書締結。
16日 ▼中国の王外相，来訪（～17日）。
17日 ▼メコン－ランツァン協力外相会議を
ルアンパバーンで開催。
18日 ▼ベトナムのミン外相，来訪（～19日）。
国境管理などについてサルームサイ外相と協
議。
20日 ▼サイソムブーン県知事の委任式を実
施。県議会の承認後，正式に交代予定。
▼ウドムサイ県の公共事業・運輸局長と同
副局長の委任式を実施。
22日 ▼アッタプー県に南部革命根拠地記念
碑設置。除幕式にカムタイ元国家主席参列。
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　 1 　国家機構図（2018年12月末現在）
　 2 　政府主要人名簿（2018年12月末現在）
国家主席（大統領） Bounnyang Vorachith
国家副主席（副大統領） Phankham Viphavanh
国民議会（国会）議長 Pany Yathotou＊
　内閣
首相 Thongloun Sisoulith
副首相 Sonexay Siphandone
副首相兼政府検査機構長・反汚職機構長
 Bounthong Chitmany
副首相兼財政相 Somdy Duangdy
国防相 Chansamone Channyalath
公安相 Somkeo Silavong （～12/5）
 Vilay Lakhamfong （12/5～）
内務相 Khammanh Sounvileuth
天然資源・環境相 Sommath Pholsena
情報・文化・観光相 Bosengkham Vongdara
農林相 Lien Thikeo
司法相 Xaysi Santivong
労働・社会福祉相 Khampheng Saysompheng
国家主席府相 Khammeung Phongthady
エネルギー・鉱業相 Khammany Inthirath
工業・商業相 Khemmany Pholsena＊
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科学 ･技術相 Boviengkham Vongdara
外務相 Saleumxay Kommasith
教育・スポーツ相 Sengduean Lachanthaboun＊
郵便・テレコミュニケーション相
 Thansamy Kommasith
公共事業・運輸相 Bounchanh Sinthavong
計画・投資相 Souphanh Keomixay
保健相 Bounkong Sihavong
首相府大臣 Chaleun Yiapaoher
 （政府報道官）
 Phet Phomphiphak
 （首相府官房長官）
 Bounkeuth Sangsomsak
 （フランコフォニー・国境・国際法担当）
 Alounkeo Kittikhoun
 （外務担当）
 Souvanpheng Bouphanouvong＊
 （法治担当）
 Somphao Phaysith （12/5～）
ラオス銀行総裁 Somphao Phaysith （～12/5）
 Sonexay Sitphaxay （12/5～）
　 3 　ラオス人民革命党政治局員 
Bounnhang Vorachith （党書記長，国家主席）
Thongloun Sisoulith （首相）
Pany Yathotou＊ （国会議長）
Bounthong Chitmany
 （副首相兼政府検査機構長・反汚職機構長）
Phankham Viphavanh （国家副主席，党書記局）
Chansy Phosikham （党組織委員会委員長）
Xaysomphone Phomvihane
 （国家建設戦線議長）
Chansamone Channyalath （国防相）
Khamphanh Phommathat （党中央事務局長）
Sinlavong Khoutphaythoune
 （ヴィエンチャン都知事）
Sonexay Siphandone （副首相）
　 4 　国民議会（国会）
議長 Pany Yathotou＊
副議長 Sengnouan Xaynyalath
 Somphanh Phengkhammy
 Bounpone Bouttanavong
 Sisay Leudethmounsone＊
常務委員会 Pany Yathotou＊
 Sengnouan Xaynyalath
 Somphanh Phengkhammy
 Bounpone Bouttanavong
 Sisay Leudethmounsone＊
 Saythong Keoduangdy
 Bounpone Sisoulath
 Vilayvong Boutdakham 
 Somphou Duangsavanh
 Buaphanh Likaiya＊
 Khamsouk Vi-inthavong
 Buakham Thippavong＊
 Eksavang Vongvichit
 Suansavanh Vinyaket＊
国会分科委員会委員長
　外務 Eksavang Vongvichit
　諸民族 Buaphanh Likaiya＊
　計画・財政・監査 Vilayvong Boutdakham
　文化・社会 Somphou Duangsavanh
　国防・治安維持 Khamsouk Vi-inthavong
　法務 Saythong Keoduangdy
　経済・技術・環境 Bounpone Sisoulath
　司法 Buakham Thippavong＊
　国会書記局 Suansavanh Vinyaket＊
　 5 　司法機構
最高人民裁判所長官 Khamphanh Sitthidampha
最高人民検察院院長 Khamsane Souvong
（注）　＊は女性。 
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　 1 　基礎統計
2014 2015 2016 2017 2018
人 口（年央，10,000人） 6811） 649 678 1） 6901） n.d
為替レート（ 1ドル＝キープ） 8,057.6 8,150.4 8,179.6 8,348.7 8481.0
（注）　 1）推計値。
（出所）　人口については，Lao Statistics Bureau, Statistical 40 Years 1975-2015; Statistical Yearbook 2017。
為替レートについては，Bank of the Lao PDR, Annualu Report 2015; 同 2016; 同 2017; 同 2018。
　 2 　GDP 成長率と物価上昇率 （％）
2014 2015 2016 20171） 20181）
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率 7.6 7.3 7.0 6.9 6.5 
農 業 3.6 3.6 2.8 2.9 2.5 
工 業 8.8 7.0 12.0 11.6 7.7 
サ ー ビ ス 9.1 8.0 4.7 4.5 7.6 
消 費 者 物 価 上 昇 率 4.1 1.3 1.6 0.8 2.0 
（注）　 1）推計値。　2014年の統計より価格基準年を2012年に変更。
（出所）　Lao Statistics Bureau, Statistical Yearbook 2014; 同 2015; Pasason, 2018年11月21日；国家統計局
ウェブサイト（http://www.nsc.gov.la/)(2019年2月26日最終閲覧）。
3 　産業別国内総生産（実質，2012年価格） （単位：10億キープ）
20141） 20151） 20161） 20172）
農 業 ・ 林 業 ・ 水 産 業 19,091 16,791 17,254 17,750 
農 業 12,388 10,946 11,289 11,710 
畜 産 業 3,373 2,171 2,301 2,437 
林 業 691 1,314 1,229 1,090 
水 産 業 2,639 2,360 2,435 2,513 
工 業 32,052 32,739 36,667 40,923 
鉱 業 ・ 採 石 13,154 10,617 11,052 10,579 
食 品 2,294 1,620 1,645 1,721 
飲 料 ・ タ バ コ 940 1,568 1,627 1,627 
布 ・ 衣 服 ・ 靴 ・ 皮 革 787 1,357 1,368 1,378 
そ の 他 製 造 業 3,794 4,152 4,331 4,642 
電 気 4,373 6,856 9,539 12,629 
上 下 水 道 427 276 285 301 
建 設 6,282 6,292 6,820 8,046 
サ ー ビ ス 業 31,162 41,990 43,943 45,926 
卸 ・ 小 売 ・ 車 両 修 繕 9,502 13,622 14,516 15,566 
運 輸 ・ 貯 蔵 1,167 1,482 1,606 1,715 
宿 泊 ・ 飲 食 2,043 3,199 3,162 3,010 
情 報 ・ 通 信 2,284 1,932 2,013 2,100 
金 融 ・ 保 険 1,954 2,288 2,466 2,704 
不 動 産 3,789 7,137 7,401 7,660 
専門的サービス・科学技術 - 1,417 1,518 1,609 
公共サービス・国防・治安維持 5,764 6,888 7,128 7,331 
教 育 1,514 1,852 1,892 1,931 
保 健 ・ 社 会 福 祉 400 516 519 522 
芸術・エンターテイメント・娯楽 514 - - -
そ の 他 サ ー ビ ス 2,251 1,659 1,723 1,777 
税 ・ 輸 入 関 税 8,754 10,248 11,051 11,822 
国 内 総 生 産（ G D P ） 91,058 101,768 108,915 116,422 
（注）　 1）修正値。 2）推計値。
（出所）　Lao Statistics Bureau, Statistical Yearbook 2015; 同 2016; 同 2017。
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　 4 　主要農作物生産高 （単位：1,000トン）
2013 2014 2015 2016 2017
コ メ 3,414.6 4,002.4 4,102.0 4,148.8 4,055.4 
ト ウ モ ロ コ シ 1,214.1 1,412.4 1,516.3 1,552.4 1,192.5 
イ モ 類 1,477.9 1,872.2 2,767.2 2,797.2 2,334.1 
野 菜 類 1,313.7 1,550.5 1,683.4 1,690.9 1,370.0 
大 豆 13.9 17.0 18.7 19.1 8.0 
落 花 生 54.8 59.3 62.0 63.2 49.1 
煙 草 56.8 63.4 63.0 66.8 35.6 
綿 3.2 1.2 1.9 2.5 2.2 
さ と う き び 865.1 1,840.5 2,018.7 2,019.0 1,764.4 
コ ー ヒ ー 88.8 113.6 135.9 136.6 150.8 
茶 6.1 7.9 6.3 7.3 7.7 
（出所）　表 ₃に同じ。
　 5 　主要品目別貿易 （単位：1,000ドル）
20151） 20161） 20172）
輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出
動 物 及 び 動 物 性 生 産 品 45,445 5,127 75,549 14,341 59,289 37,561
植 物 性 生 産 品 34,015 279,964 124,849 508,924 109,449 539,997
動物性又は植物性の油脂など 4,369 8 3,934 175 4,568 95
調製食料品，飲料，タバコなど 117,696 106,478 349,657 105,954 396,111 379,107
鉱 物 性 生 産 品 863,472 664,166 718,652 763,747 690,530 749,367
化 学 工 業 生 産 品 182,994 183,117 184,234 158,482 216,549 138,695
プラスチック及びゴム製品など 117,883 67,748 105,498 80,122 157,960 148,101
皮 革 及 び 毛 皮 製 品 な ど 10,083 507 10,229 691 13,931 1,336
木 材 及 び そ の 製 品 な ど 5,234 95,664 10,614 25,608 11,797 35,261
木 材 パ ル プ， 紙 な ど 47,528 1,646 66,271 2,045 67,588 4,716
紡 織 用 繊 維 及 び そ の 製 品 127,148 174,820 120,021 150,889 118,441 167,644
履 物， 帽 子， 傘 な ど 9,264 23,890 7,172 33,998 8,367 46,871
石， セ メ ン ト， ガ ラ ス な ど 56,656 387 69,882 402 79,699 771
貴 石， 貴 金 属 製 品 な ど 26,580 182,407 75,767 145,480 54,401 191,442
卑 金 属 及 び そ の 製 品 486,883 543,647 403,843 397,136 469,502 361,395
機 械 類 及 び 電 気 製 品 な ど 1,191,462 305,966 1,040,427 250,642 1,235,697 392,080
車 輌， 航 空 機， 船 舶 な ど 379,557 1,970 668,484 1,628 608,079 21,364
光 学 機 器， 精 密 機 器 な ど 30,882 9,539 31,838 10,394 52,165 15,723
武 器， 銃 砲 弾 な ど 1,224 126 1,857 261 - 0
雑 品 40,004 17,050 38,246 11,732 42,493 31,357
美 術 品， 収 集 品 な ど 13 - 46 3 396 11
そ の 他 - - - - - -
合 計 3,778,392 4,107,069 4,107,069 2,662,392 4,397,273 3,262,894
（注）　 1）修正値。 2）推計値。
（出所）　 表 ₃に同じ。
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　 6 　政府財政 （単位：10億キープ） 
2014 2015 2016 20171）
歳 入 ・ 贈 与 23,554 21,968 20,490 23,370
経 常 収 入 18,548 19,265 18,742 20,892
税 収 入 15,500 16,143 16,068 17,226
税 外 収 入 3,048 3,122 2,674 3,666
贈 与 5,006 2,704 1,748 2,478
歳 出 26,634 27,519 26,455 30,127
経 常 支 出 15,387 17,533 18,637 18,894
資 本 支 出 ・ 貸 付 11,248 9,986 7,818 11,233
総 合 収 支 -3,080 -5,551 -5,965 -6,757
資 金 調 達 5,930 6,462 5,965 6,757
国 内 （純） 2,671 1,384 -399 4,611
海 外 （純） 3,259 4,876 6,364 2,146
（注）　 1）推計値。
（出所）　IMF, IMF Country Report, No.18/84.
　 7 　国際収支 （単位：100万ドル）
2014 2015 2016 20171）
貿 易 収 支 -3,518 -3,624 -2,257 -2,454 
輸 出（ＦＯＢ） 4,299 3,743 4,379 5,084 
輸 入（ＣＩＦ） 7,817 7,366 6,636 7,538 
サ ー ビ ス（純） 373 450 425 360 
所 得 収 支（純） -290 -217 -479 -569 
移 転 収 支（純） 778 805 409 458 
経 常 収 支 -2,657 -2,586 -1,903 -2,204 
外 国 直 接 投 資 2,598 2,076 2,110 2,814 
中 ・ 長 期 借 入 738 1,318 840 842 
商 業 銀 行 対 外 資 産（純） -18 789 813 171 
その他民間流入・誤差脱漏 -993 -1,989 -2,263 -1,458 
資 本 収 支 2,324 2,194 1,501 2,369 
総 合 収 支 -333 -392 -403 165 
（注）　 1）推計値。
（出所）　表 6に同じ。
